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2018年 5月 17日 

各    位  

               
不動産投資信託証券発行者  
 ケ ネ デ ィ ク ス 商 業 リ ー ト 投 資 法 人 
 代 表 者 名  執 行 役 員  浅 野  晃 弘 
  （コード番号:3453） 
   
資産運用会社    
 ケ ネ デ ィ ク ス 不 動 産 投 資 顧 問 株 式 会 社 
 代 表 者 名  代表取締役社長  田 島  正 彦 
 問 合 せ 先   
 商 業 リ ー ト 本 部  企 画 部 長  野 畑  光 一 郎 
 TEL: 03-5623-3868 

 

規約一部変更及び役員選任に関するお知らせ 

 

ケネディクス商業リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日開催の役員会におい

て、規約一部変更及び役員選任に関して、下記の通り2018年6月15日に開催する本投資法人の第2回投資

主総会に付議することを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、下記事項は当該投資主総会での承認可決をもって効力を生じます。 

 

記 

 

1. 規約一部変更について 

変更の理由は以下の通りです。 

(1) 本投資法人の資産運用会社であるケネディクス不動産投資顧問株式会社の本店が東京都千代田

区に移転したことから、これに伴い本投資法人の本店についても同様に移転すべく、本投資法人

の本店所在地を、東京都中央区から東京都千代田区に変更するものです（現行規約第3条関係）。 

(2) 会計監査人の報酬の支払時期の柔軟性を確保するため、報酬の支払時期を監査報告書の受領の翌

月末日までに変更するものです（現行規約第28条関係）。 

(3) 本投資法人が、物流施設についても投資することができるようにするため、規定を変更するもの

です（現行規約第31条関係）。 

(4) 分配方針に関し、投資主に分配する金銭の総額のうち、利益の定義について、投資信託及び投資

法人に関する法律の規定内容と平仄を合わせるため、規定の変更を行うものです（現行規約第39

条関係）。 

(5) 資産運用会社に対する資産運用報酬の額と投資主利益との連動性を高めることを目的として、本

投資法人の総資産額に連動する運用報酬Iの料率を0.3％から0.27％に引き下げるとともに、一口

当たり分配金の額に連動する運用報酬Ⅱの料率を0.0012％から0.0013%に引き上げ、併せて、資

産運用会社に投資主利益の向上に向けてのインセンティブを付与するため、新たに、本投資法人

の投資口に係るトータルリターンが全J-REITのトータルリターンを上回った場合に発生する投

資口パフォーマンス報酬を新設するものです。また、これらの運用報酬Ⅱ及び投資口パフォーマ

ンス報酬に関し、本投資法人が自己投資口の取得等を行った場合に、運用報酬Ⅱ及び投資口パフ

ォーマンス報酬に与える影響を中立的なものとするため、運用報酬Ⅱ及び投資口パフォーマンス

報酬の計算式に必要な調整を加える旨の規定を追加するものです（現行規約別紙関係）。 
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(6) 上記(5)の規約変更を、本投資法人の第8期営業期間の初日である平成30年10月1日から効力を生

ずることとするため、附則において、その旨を規定するものです（変更案第42条関係）。 

(7) 上記の他、適用法令の表現との整合性、規定内容の明確化その他による、表現の変更及び字句の

修正並びに条文の整備を行うものです。 

（資産運用報酬の詳細については、添付資料1「資産運用報酬体系の変更について」を、規約変

更の詳細については、添付資料2「第2回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

2. 役員選任について 

提案の理由は以下の通りです。 

(1) 執行役員浅野晃弘は、2018年6月30日をもって任期満了となります。つきましては、2018年7月1

日付で改めて執行役員としての選任をお願いするものです。 

(2) 執行役員が欠けた場合又は法令で定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠執行役員1名（候

補者：野畑光一郎）の選任をお願いするものです。 

(3) 監督役員安義利及び石渡真維の両名は、2018年６月30日をもって任期満了となります。つきまし

ては、2018年7月1日付で監督役員2名（候補者：安義利、山川亜紀子）の選任をお願いするもの

です。 

(4) 監督役員が欠けた場合又は法令で定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監督役員1名（候

補者：檜山聡）の選任をお願いするものです。 

（役員選任の詳細については、添付資料2「第2回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

3. 日程 

2018年5月17日  投資主総会提出議案承認の役員会 

2018年5月25日  投資主総会招集ご通知の発送(予定) 

2018年6月15日  投資主総会開催(予定) 

 

以上 

 

添付資料1 資産運用報酬体系の変更について 

添付資料2 第2回投資主総会招集ご通知 

 

＊本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊本投資法人のホームページアドレス：http://www.krr-reit.com/ 

 

http://www.krr-reit.com/


投資主価値向上に対しより強いインセンティブを与える報酬体系への変更 
添付資料1: 資産運用報酬体系の変更について 

運用報酬I 運用報酬II 投資口パフォーマンス報酬 
資産運用報酬額と 
投資主利益との連動性
を高める変更 
 
投資口価格に対するイン
センティブを運用会社に
与える報酬の新設 
 
合併報酬の新設及び取
得報酬の変更 
 

取得報酬 譲渡報酬 合併報酬 

前期末の総資産額×0.3%（年率） 

前期末の総資産額×0.27%（年率） 

当期純利益×DPU×0.0012% 

当期純利益×DPU×0.0013% 

KRRの超過リターン×時価総額×0.1% 

取得価額×1.0% 譲渡価額×0.5% 承継する資産の評価額×1.0%（上限） 

運用報酬の料率変更及び新設の内容 

新設 

新設 

第3期 

第4期 

第5期 

第6期 

資産運用報酬の料率変更を遡って適用した場合の試算値（百万円） 

運用報酬I 運用報酬II 

309 

343 

250 

278 

241 

268 

203 

225 

315 

285 

298 

271 

243 

220 

234 

213 

624 

628 

549 

549 

484 

488 

437 

438 
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変更後 

変更前 

変更後 

変更前 

変更後 

変更前 

変更後 

変更前 

投資口パフォーマンス報酬の具体的な計算方法と金額（試算値） 

220,000  

230,000  

240,000  

250,000  

260,000  

03/31/2017 06/14/2017 08/25/2017

KRRのトータルリターン＝-4.03% 
（投資口価格の増減+分配金） 

東証リート指数（配当込み）の変化率＝-5.07% 

2017/3末 
第4期末 

2017/9末 
第5期末 

投資口パフォーマンス報酬＝KRRの超過リターン×第4期末の時価総額×0.1% 

投資口パフォーマンス報酬＝1.04％×105,612百万円×0.1% 

投資口パフォーマンス報酬＝1,097,071円 

    ※KRRの投資口価格がアンダーパフォームした場合は発生せず 

（増築又は建替えにより建物を取得した場合を含む） 

追加 
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（証券コード 3453) 
平成30年５月25日 

 

投 資 主 各 位 
 

東京都中央区日本橋兜町６番５号 
 

ケネディクス商業リート投資法人 
 

執行役員 浅 野 晃 弘 
 

第２回投資主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素より格別のご高配を賜り、心より御礼申し上げます。 

さて、本投資法人第２回投資主総会を下記のとおり開催いたします

ので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する

ことができます。書面による議決権の行使をお望みの場合、お手数な

がら後記の投資主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使

書面に賛否をご記入の上、平成30年６月14日（木曜日）午後５時まで

に到着するようご送付くださいますようお願い申し上げます。 

また、本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第93条第

１項の規定に基づき、現行規約第15条におきまして「みなし賛成」の

規定を定めております。従いまして、当日ご出席になられず、かつ議

決権行使書面による議決権の行使をなされない場合、本投資主総会に

おける各議案について、出席した投資主様の議決権の数に算入され、

かつ、賛成するものとみなしてお取扱いすることになりますので、ご

留意くださいますようお願い申し上げます。 

＜本投資法人現行規約抜粋＞ 

第15条（みなし賛成） 

１．投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないとき

は、当該投資主は、その投資主総会に提出された議案（複数の議

案が提出された場合において、これらのうちに相反する趣旨の議

案があるときは、当該議案のいずれをも除く。）について賛成す

るものとみなす。 

２．前項の規定に基づき議案に賛成するものとみなした投資主の有す

る議決権の数は、出席した投資主の議決権の数に算入する。 

 

敬 具 
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記 
 

１．日 時：平成30年６月15日（金曜日）午前11時00分 

（受付開始時刻：午前10時30分） 

２．場 所：東京都中央区日本橋兜町２番１号 

株式会社東京証券取引所２階 東証ホール 

(末尾の「投資主総会会場ご案内図」をご参照ください｡) 

３．投資主総会の目的である事項： 

 決議事項 

 第１号議案：規約一部変更の件 

 第２号議案：執行役員１名選任の件 

 第３号議案：補欠執行役員１名選任の件 

 第４号議案：監督役員２名選任の件 

 第５号議案：補欠監督役員１名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(お願い) 

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書面を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。 

◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の投資主の方１

名を代理人として投資主総会にご出席いただくことが可能ですので、代理権

を証する書面を議決権行使書面とともに会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。 

◎ご出席に当たり、資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますよう

重ねてお願い申し上げます。 

(ご案内) 

◎投資主総会参考書類に記載すべき事項について、本投資主総会の前日までの

間に修正する必要が生じた場合は、修正後の事項を本投資法人のホームペー

ジに掲載いたしますのでご了承ください。 

本投資法人のホームページ（http://www.krr-reit.com/） 

◎当日は本投資主総会終了後、引き続き同会場において本投資法人が資産運用

を委託しているケネディクス不動産投資顧問株式会社による「運用状況報告

会」を実施する予定です。 
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投資主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 
第１号議案 規約一部変更の件 

1. 変更の理由 

(1) 本投資法人の資産運用会社であるケネディクス不動産投資顧問株式

会社の本店が東京都千代田区に移転したことから、これに伴い本投

資法人の本店についても同様に移転すべく、本投資法人の本店所在

地を、東京都中央区から東京都千代田区に変更するものです（現行

規約第３条関係）。 

(2) 会計監査人の報酬の支払時期の柔軟性を確保するため、報酬の支払

時期を監査報告書の受領の翌月末日までに変更するものです（現行

規約第 28 条関係）。 

(3) 本投資法人が、物流施設についても投資することができるようにす

るため、規定を変更するものです（現行規約第 31 条関係）。 

(4) 分配方針に関し、投資主に分配する金銭の総額のうち、利益の定義

について、投資信託及び投資法人に関する法律の規定内容と平仄を

合わせるため、規定の変更を行うものです（現行規約第 39 条関係）。 

(5) 資産運用会社に対する資産運用報酬の額と投資主利益との連動性を

高めることを目的として、本投資法人の総資産額に連動する運用報

酬 I の料率を 0.3％から 0.27％に引き下げるとともに、一口当たり

分配金の額に連動する運用報酬Ⅱの料率を 0.0012％から 0.0013%に

引き上げ、併せて、資産運用会社に投資主利益の向上に向けてのイ

ンセンティブを付与するため、新たに、本投資法人の投資口に係る

トータルリターンが全 J-REIT のトータルリターンを上回った場合に

発生する投資口パフォーマンス報酬を新設するものです。また、こ

れらの運用報酬Ⅱ及び投資口パフォーマンス報酬に関し、本投資法

人が自己投資口の取得等を行った場合に、運用報酬Ⅱ及び投資口パ

フォーマンス報酬に与える影響を中立的なものとするため、運用報

酬Ⅱ及び投資口パフォーマンス報酬の計算式に必要な調整を加える

旨の規定を追加するものです（現行規約別紙関係）。 

(6) 上記(5)の規約変更を、本投資法人の第８期営業期間の初日である平

成 30 年 10 月 1 日から効力を生ずることとするため、附則において、

その旨を規定するものです（変更案第 42 条関係）。 

(7) 上記の他、適用法令の表現との整合性、規定内容の明確化その他に

よる、表現の変更及び字句の修正並びに条文の整備を行うものです。 
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2. 変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。 
（下線部は変更箇所を示します｡) 

 
現  行  規  約 変    更    案 

第3条（本店の所在地） 第3条（本店の所在地） 

本投資法人は、本店を東京都中央区

に置く。 

本投資法人は、本店を東京都千代田

区に置く。 

  

第18条（役員の員数並びに役員会の構

成） 

第18条（役員の員数並びに役員会の構

成） 

本投資法人の執行役員は1名以上、

監督役員は2名以上（ただし、執行

役員の員数に1を加えた数以上とす

る。）とし、役員（執行役員及び監

督役員をいう。以下同じ。）は役員

会を構成する。 

本投資法人の執行役員は1名以上、

監督役員は2名以上（ただし、執行

役員の数に1を加えた数以上とす

る。）とし、役員（執行役員及び監

督役員をいう。以下同じ。）は役員

会を構成する。 

  

第28条（会計監査人の報酬の支払に関

する基準） 

第28条（会計監査人の報酬の支払に関

する基準） 

会計監査人の報酬は、監査の対象と

なる決算期毎に1,200万円を上限と

し、役員会で決定する金額を、当該

決算期について投信法その他の法令

に基づき必要とされるすべての監査

報告書を受領後1か月以内に支払う

ものとする。 

会計監査人の報酬は、監査の対象と

なる決算期毎に1,200万円を上限と

し、役員会で決定する金額を、当該

決算期について投信法その他の法令

に基づき必要とされるすべての監査

報告書を受領した日の属する月の翌

月末日までに支払うものとする。 

  

第31条（投資態度） 第31条（投資態度） 

1. 本投資法人が主として投資する不

動産関連資産（第32条第4項に定義

する。以下同じ。）は、不動産関連

資産の本体をなす不動産又はその裏

付けとなる不動産の主要な用途が商

業施設である不動産関連資産とす

る。 

1. 本投資法人が主として投資する不

動産関連資産（第32条第4項に定義

する。以下同じ。）は、不動産関連

資産の本体をなす不動産又はその裏

付けとなる不動産の主要な用途が商

業施設若しくは物流施設又はこれら

の関連施設として供され又は供され

ることが可能である不動産関連資産

とする。 

2.～4.  （記載省略） 2.～4.  （現行どおり） 
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現  行  規  約 変    更    案 

第39条（金銭の分配の方針） 第39条（金銭の分配の方針） 

 （1）分配方針 

本投資法人は、原則として以下

の方針に基づき分配を行うもの

とする。 

 ① 投資主に分配する金銭の総額

のうち、投信法に定める利益

の金額は、貸借対照表上の純

資産額から出資総額等の合計

額を控除した金額をいい、そ

の金額はわが国において一般

に公正妥当と認められる企業

会計の慣行に準拠して計算さ

れるものとする。 

 （1）分配方針 

本投資法人は、原則として以下

の方針に基づき分配を行うもの

とする。 

 ① 投資主に分配する金銭の総額

のうち利益（投信法第136条第

1項に規定する利益をいう。）

の金額は、一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準そ

の他の企業会計の慣行に準拠

して計算されるものとする。 

  ②   （記載省略）   ②   （現行どおり） 

（2）～（5）  （記載省略） （2）～（5）  （現行どおり） 

  

（新設） 第11章 附則 

第42条（変更の効力発生） 

  別紙に係る本規約の変更の効力は、

平成30年10月1日から生じるものと

する。本章は、当該変更の効力発生

後にこれを削除するものとする。 
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現  行  規  約 変    更    案 

別紙 別紙 

資産運用会社に対する資産運用報酬 資産運用会社に対する資産運用報酬 

本投資法人が保有する資産の運用を

委託する資産運用会社（以下「資産

運用会社」という。）に支払う報酬

は、運用報酬I及びⅡ、取得報酬並

びに譲渡報酬から構成され、その金

額、計算方法及び支払期限はそれぞ

れ以下のとおりとする。 

なお、本投資法人は、上記報酬の金

額並びにこれに対する消費税及び地

方消費税相当額を資産運用会社宛て

資産運用会社の指定する口座に振込

む方法により支払うものとする。 

本投資法人が保有する資産の運用を

委託する資産運用会社（以下「資産

運用会社」という。）に支払う報酬

は、運用報酬I及びⅡ、投資口パフ

ォーマンス報酬、取得報酬、譲渡報

酬並びに合併報酬から構成され、そ

の金額、計算方法及び支払期限はそ

れぞれ以下のとおりとする。 

なお、本投資法人は、上記報酬の金

額並びにこれに対する消費税及び地

方消費税相当額を資産運用会社宛て

資産運用会社の指定する口座に振込

む方法により支払うものとする。 

(1)運用報酬Ⅰ (1)運用報酬I 

総資産額に年率0.3％を乗じた金額

（1年365日として当該営業期間の実

日数により日割計算。1円未満切捨

て）を運用報酬Ⅰとする。「総資産

額」とは、本投資法人の当該営業期

間初日の直前の本投資法人の決算期

における貸借対照表（投信法第131

条第2項の承認を受けたものに限

る。）に記載された総資産額とす

る。 

 

運用報酬Ⅰの支払期限は、当該営業

期間内とする。 

総資産額に年率0.27％を乗じた金額

（1年365日として当該営業期間の実

日数により日割計算。1円未満切捨

て）を運用報酬Ⅰとする。 

 

 

 

 

 

 

 

運用報酬Ⅰの支払期限は、当該営業

期間内とする。 
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現  行  規  約 変    更    案 

(2)運用報酬Ⅱ (2)運用報酬Ⅱ 

決算期毎に算定される、以下の計算

式に従って算出される金額を運用報

酬Ⅱとする。 

 

＜計算式＞ 

運用報酬Ⅱ控除前当期純利益×運用

報酬Ⅱ控除前一口当たり分配金×

0.0012％ 

 

なお、「運用報酬Ⅱ控除前当期純利

益」とは、一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の慣行に準拠して計算

される当該営業期間に係る運用報酬

Ⅱ控除前、控除対象外消費税等控除

前、税引前の当期純利益をいう。 

また、「運用報酬Ⅱ控除前一口当た

り分配金」とは、以下の計算式に従

って算出される金額とする。 

運用報酬Ⅱ控除前一口当たり分配金

＝A/Bとする。 

A：各営業期間における、運用報酬

Ⅱ控除前当期純利益から前期繰越損

失がある場合には前期繰越損失を控

除した金額 

B：当該決算期における発行済投資

口数 

 

運用報酬Ⅱの支払期限は、役員会で

当該営業期間に係る計算書類等（投

信法第129条に定める計算書類等を

いう。）を承認後1か月以内とす

る。 

決算期毎に算定される、以下の計算

式に従って算出される金額（1円未

満切捨て）を運用報酬Ⅱとする。 

 

＜計算式＞ 

運用報酬Ⅱ控除前当期純利益×運用

報酬Ⅱ控除前一口当たり分配金×

0.0013％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用報酬Ⅱの支払期限は、役員会で

当該営業期間に係る計算書類等を承

認後1か月以内とする。 
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現  行  規  約 変    更    案 

（新設） (3)投資口パフォーマンス報酬 

 決算期毎に算定される、以下の計算

式に従って算出される金額（1円未

満切捨て）を投資口パフォーマンス

報酬とする。ただし、本投資法人の

投資口の超過リターンが負の値とな

る場合には、投資口パフォーマンス

報酬は0円とする。 

 

＜計算式＞ 

本投資法人の投資口の超過リターン

×本投資法人の投資口の時価総額×

0.1％ 

 

投資口パフォーマンス報酬の支払期

限は、当該営業期間内とする。 

(3)取得報酬 (4)取得報酬 

本投資法人が特定資産を取得した場

合において、その取得価額（ただ

し、消費税及び地方消費税並びに取

得に伴う費用を除く。）に1.0％を

乗じた金額を取得報酬とする。 

 

 

取得報酬の支払期限は、本投資法人

が当該資産を取得した日（所有権移

転等の権利移転の効果が発生した

日）から1か月以内とする。 

本投資法人が特定資産を取得した場

合（増築又は建替えにより建物を取

得した場合を含む。）において、そ

の取得価額（ただし、消費税及び地

方消費税並びに取得に伴う費用を除

く。）に1.0％を乗じた金額（1円未

満切捨て）を取得報酬とする。 

取得報酬の支払期限は、本投資法人

が当該資産を取得した日から1か月

以内とする。 
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現  行  規  約 変    更    案 

(4)譲渡報酬 (5)譲渡報酬 

本投資法人が特定資産を譲渡した場

合において、その譲渡価額（ただ

し、消費税及び地方消費税並びに譲

渡に伴う費用を除く。）に0.5％を

乗じた金額を譲渡報酬とする。 

譲渡報酬の支払期限は、本投資法人

が当該資産を譲渡した日（所有権移

転等の権利移転の効果が発生した

日）から1か月以内とする。 

本投資法人が特定資産を譲渡した場

合において、その譲渡価額（ただ

し、消費税及び地方消費税並びに譲

渡に伴う費用を除く。）に0.5％を

乗じた金額（1円未満切捨て）を譲

渡報酬とする。 

譲渡報酬の支払期限は、本投資法人

が当該資産を譲渡した日から1か月

以内とする。 

（新設） (6)合併報酬 

 本投資法人が他の投資法人との間で

合併を行った場合において、資産運

用会社が当該他の投資法人の保有資

産等の調査及び評価その他の合併に

係る業務を実施し、当該合併の効力

が発生した場合、当該合併の効力発

生時において当該他の投資法人が保

有していた不動産関連資産の当該合

併の効力発生時における評価額に対

して1.0％を上限として別途本投資

法人と資産運用会社で合意する料率

を乗じた金額（1円未満切捨て）を

合併報酬とする。 

 

合併報酬の支払期限は、合併の効力

発生日から3か月以内とする。 
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現  行  規  約 変    更    案 

（新設） (7)調整条項 

 ①本投資法人が自己投資口の取得を

行い、当該自己投資口の取得を行

った営業期間に係る決算期におい

て未処分又は未消却の自己投資口

を保有する場合には、運用報酬Ⅱ

控除前一口当たり分配金の算出に

当たっては、当該決算期における

発行済投資口数は、本投資法人の

保有する自己投資口を除いた数と

して算出するものとする。 

②本投資法人の投資口について、投

資口の分割が行われ、発行済投資

口数が増加した場合には、当該投

資口の分割の効力発生日以降の運

用報酬Ⅱ控除前一口当たり分配金

の算出に当たっては、分割割合を

乗じる調整をして算出するものと

する。 

③ライツオファリングが行われ、発

行済投資口数が増加した場合に

は、当該ライツオファリングに係

る発行日以降の運用報酬Ⅱ控除前

一口当たり分配金の算出に当たっ

ては、無償割当割合を乗じる調整

をして算出するものとする。 

④本投資法人の投資口について、投

資口の分割が行われ、発行済投資

口数が増加した場合には、当該投

資口の分割の効力発生日以降の本

投資法人の投資口の超過リターン

の算出に当たっては、分割の効力

発生日前の時点の最終価格につい

ては、分割割合を乗じる調整をし

て最終価格を算出するものとす

る。 
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現  行  規  約 変    更    案 

 ⑤ライツオファリングが行われ、発

行済投資口数が増加した場合に

は、当該ライツオファリングに係

る発行日以降の本投資法人の投資

口の超過リターンの算出に当たっ

ては、ライツオファリング前の時

点の最終価格については、無償割

当割合を乗じる調整をして最終価

格を算出するものとする。 

（新設） (8)用語の意味 

 本別紙において、以下に定める用語

は、それぞれ以下に定める意味を有

するものとする。 

 ①「総資産額」とは、運用報酬Ⅰの

対象となる本投資法人の各営業期

間毎に、本投資法人の当該営業期

間初日の直前の本投資法人の決算

期における貸借対照表（投信法第

131条第2項の承認を受けたものに

限る。）に記載された総資産額を

意味する。 

②「運用報酬Ⅱ控除前当期純利益」

とは、運用報酬Ⅱの対象となる本

投資法人の各営業期間毎に、一般

に公正妥当と認められる企業会計

の慣行に準拠して計算される当該

営業期間に係る運用報酬Ⅱ控除

前、控除対象外消費税等控除前、

税引前の当期純利益を意味する。 
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現  行  規  約 変    更    案 

 ③「運用報酬Ⅱ控除前一口当たり分

配金」とは、運用報酬Ⅱの対象と

なる本投資法人の各営業期間毎

に、以下の計算式に従って算出さ

れる金額を意味する。 

＜計算式＞ 

運用報酬Ⅱ控除前一口当たり分配

金＝A/Bとする。 

A：各営業期間における、運用報

酬Ⅱ控除前当期純利益から前期

繰越損失がある場合には前期繰

越損失を控除した金額 

B：当該決算期における発行済投

資口数 

 ④「計算書類等」とは、投信法第

129条に定める計算書類等を意味

する。 

 ⑤「本投資法人の投資口の超過リタ

ーン」とは、投資口パフォーマン

ス報酬の対象となる本投資法人の

各営業期間毎に、以下の計算式に

従って算出される数値を意味す

る。 

＜計算式＞ 

本投資法人の投資口の超過リター

ン＝A－Bとする。 
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現  行  規  約 変    更    案 

 A：｛（本投資法人の当該営業期

間初日の直前の本投資法人の決

算期における分配金の再投資に

よる追加購入投資口数＋1）×

前営業期間の最終営業日におけ

る本投資口の最終価格（終値を

いい、終値がなければ気配値

（公表された売り気配の最安値

又は買い気配の最高値、それら

がともに公表されている場合に

はそれらの仲値）をいう。以下

本⑤において同じ。）÷前々営

業期間の最終営業日における本

投資口の最終価格－1｝×100 

B：｛前営業期間の最終営業日に

おける株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」とい

う。）が公表する東証REIT指数

のうち配当込み指数（以下「東

証リート指数（配当込み）」と

いう。）の最終価格÷前々営業

期間の最終営業日における東証

リート指数（配当込み）－1｝

×100 

ただし、東京証券取引所が東証

リート指数（配当込み）を公表

しない等の理由により東証リー

ト指数（配当込み）の最終価格

が得られない場合には、当該営

業期間の直近時点で公表されて

いる東証リート指数（配当込

み）の算出方法に従い本投資法

人が算出した数値を用いて、東

証リート指数（配当込み）の最

終価格を算出するものとする。 
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現  行  規  約 変    更    案 

 ⑥「時価総額」とは、投資口パフォ

ーマンス報酬の対象となる本投資

法人の各営業期間毎に、以下の計

算式に従って算出された金額を意

味する。 

＜計算式＞ 

前々営業期間の最終営業日におけ

る本投資口の最終価格×前々営業

期間の最終営業日における発行済

投資口数 

 ⑦「取得価額」とは、売買契約、請

負契約その他の当該特定資産の取

得（増築又は建替えによる建物の

取得を含む。）に係る契約に定め

る売買代金額、請負代金額その他

の代金額を意味する。 

 ⑧「本投資法人が当該資産を取得し

た日」とは、取得報酬の対象とな

る特定資産に関して所有権移転等

の権利移転の効果が発生した日を

意味する。 

 ⑨「本投資法人が当該資産を譲渡し

た日」とは、譲渡報酬の対象とな

る特定資産に関して所有権移転等

の権利移転の効果が発生した日を

意味する。 

 ⑩「合併」とは、新設合併及び吸収

合併の総称を意味する。 

 ⑪「分割割合」とは、本投資法人の

投資口について、投資口の分割が

行われ、発行済投資口数が増加し

た場合における、当該投資口の分

割の効力発生直後の発行済投資口

数を当該投資口の分割の効力発生

直前の発行済投資口数で除した割

合を意味する。 
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 ⑫「ライツオファリング」とは、投

資主に対する無償割当てに係る新

投資口予約権の行使による新投資

口の発行を意味する。 

 ⑬「最終価格」とは、終値を意味

し、終値がなければ気配値（公表

された売り気配の最安値又は買い

気配の最高値、それらがともに公

表されている場合にはそれらの仲

値）を意味する。 

⑭「無償割当割合」とは、ライツオ

ファリングが行われた場合におけ

る、以下の計算式に従って算出さ

れる割合を意味する。 

＜計算式＞ 

無償割当割合＝A/B 

A：当該ライツオファリング直後

の発行済投資口数からみなし時

価発行口数を控除した口数 

B：当該ライツオファリング直前

の発行済投資口数 

 ⑮「みなし時価発行口数」とは、ラ

イツオファリングが行われた場合

における、当該ライツオファリン

グで無償割当てがなされた新投資

口予約権の行使時の一口当たり払

込金額を一口当たりの時価で除し

た割合（又は役員会で定める割

合）を増加口数に乗じた口数（1

口未満切捨て）を意味する。 

 ⑯「増加口数」とは、ライツオファ

リングが行われた場合における、

当該ライツオファリングにより増

加した投資口の数を意味する。 
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第２号議案 執行役員１名選任の件 

執行役員浅野晃弘は、平成30年６月30日をもって任期満了となります。
つきましては、平成30年７月１日付で改めて執行役員としての選任をお
願いするものです。 
本議案において、執行役員の任期は、本投資法人現行規約第19条第２

項の規定により、平成30年７月１日より２年間とします。 
なお、本議案は、平成30年５月17日開催の役員会において、本投資法

人の監督役員全員の同意によって提出された議案です。 
執行役員候補者は次のとおりです。  

氏     名 
(生年月日) 

主 要 略 歴 
所 有 す る 
本投資法人の 
投 資 口 数 

あさ の あき ひろ 

浅 野 晃 弘 
 

(昭和46年６月８日) 

平成６年４月 三菱商事株式会社 開発建設本部 

０口 

平成13年１月 三菱商事・ユービーエス・リアルテ
ィ株式会社（出向） 

平成16年１月 ケネディ・ウィルソン・ジャパン 
株式会社 投資事業部 

平成21年１月 三井物産ロジスティクス・パートナ
ーズ株式会社 社外取締役 

平成25年１月 ケネディクス株式会社 戦略投資部 
投資第１チーム長 

平成26年３月 同社 執行役員 戦略投資部担当部長
兼 投資第1チーム長 

平成26年９月 ケネディクス不動産投資顧問株式会
社 取締役最高業務執行者（ＣＯ
Ｏ）兼 商業リート本部長（現在に
至る） 

平成26年10月 本投資法人 執行役員（現在に至
る） 

１．会社名等は、原則として当時のものを記載しています。以下同じです。 
２．上記執行役員候補者は、本投資法人が資産運用委託契約を締結しているケネ

ディクス不動産投資顧問株式会社の取締役最高業務執行者（ＣＯＯ）兼商業
リート本部長です。 

３．上記執行役員候補者と本投資法人との間には、上記を除き特別の利害関係は
ありません。 

４．上記執行役員候補者は、現在、本投資法人の執行役員として本投資法人の業
務全般を執行しています。 
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第３号議案 補欠執行役員１名選任の件 
執行役員が欠けた場合又は法令で定める員数を欠くことになる場合に

備え、補欠執行役員１名の選任をお願いするものです。本議案において、
補欠執行役員１名の選任に係る決議が効力を有する期間は、第２号議案
が可決されることを条件として、本投資法人現行規約第19条第３項本文
の規定により、第２号議案における執行役員の任期が満了するときであ
る平成32年６月30日までとします。 
また、補欠執行役員の選任の効力は、就任前に限り、役員会の決議に

より、その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。 
なお、本議案は、平成30年５月17日開催の役員会において、本投資法

人の監督役員全員の同意によって提出された議案です。 
補欠執行役員候補者は次のとおりです。  

氏     名 
(生年月日) 

主 要 略 歴 
所 有 す る 
本投資法人の 
投 資 口 数 

の ばた こういちろう 

野 畑 光一郎 
 

(昭和48年12月17日) 

平成８年４月 株式会社富士銀行 京都支店 

０口 

平成10年９月 同社 資金証券営業部 
平成13年１月 プライスウォーターハウスクーパー

ス・フィナンシャル・アドバイザリ
ー・サービス株式会社 事業再生サ
ービス部門 

平成14年９月 三菱証券株式会社 金融開発部 
平成17年８月 ドイツ証券株式会社 グローバル・

バンキング本部 
平成19年８月 みずほ証券株式会社 不動産金融開

発部 
平成26年２月 同社 経営企画部 
平成26年７月 ケネディクス株式会社 経営企画部 
平成26年９月 ケネディクス不動産投資顧問株式会

社 商業リート本部 企画部長（現在
に至る） 

１．上記補欠執行役員候補者は、本投資法人が資産運用委託契約を締結している
ケネディクス不動産投資顧問株式会社の商業リート本部企画部長です。 

２．上記補欠執行役員候補者と本投資法人との間には、上記を除き特別の利害関
係はありません。 

 

 



〆≠●0 
00_0294124323006.doc 
ケネディクス商業リート投資法人様 招集（REIT） 5/7/2018 9:51:00 AM印刷 18/24 

― 18 ― 

第４号議案 監督役員２名選任の件 
監督役員安義利及び石渡真維の両名は、平成30年６月30日をもって任

期満了となります。つきましては、平成30年７月１日付で監督役員２名
の選任をお願いするものです。 
本議案において、監督役員の任期は、本投資法人現行規約第19条第２

項の規定により、平成30年７月１日より２年間とします。 
監督役員候補者は次のとおりです。  

候補者 
番 号 

氏     名 
(生年月日) 

主 要 略 歴 
所 有 す る 
本投資法人の 
投 資 口 数 

１ 

 やす  よし とし 

安  義 利 
 

(昭和28年12月12日) 

昭和55年11月 監査法人中央会計事務所 

０口 

昭和59年３月 公認会計士登録 

平成16年11月 株式会社ステージワイツウ（現 

株式会社ヨックモックホールデ

ィングス） 監査役（現在に至

る） 

平成16年11月 株式会社ヨックモック 監査役

（現在に至る） 

平成16年11月 株式会社ヨックモック今市（現 

株式会社ヨックモッククレア） 

監査役（現在に至る） 

平成16年11月 株式会社フジリコー・トレーデ

ィング 監査役（現在に至る） 

平成19年８月 新日本有限責任監査法人 

平成21年６月 株式会社ワイエムシー（現 株

式会社クローバー） 監査役

（現在に至る） 

平成22年10月 公認会計士 安 義利事務所（現 

公認会計士・税理士 安 義利事

務所）開設（現在に至る） 

平成23年11月 税理士登録 

平成24年10月 株式会社菓房一心 監査役（現

在に至る） 

平成26年９月 

平成28年７月 

株式会社Looop 社外監査役 

本投資法人 監督役員（現在に

至る） 

平成29年６月 株式会社Looop 取締役・監査等

委員（社外取締役）(現在に至

る) 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生年月日) 

主 要 略 歴 
所 有 す る 
本投資法人の 
投 資 口 数 

２ 

 
 

 やま かわ  あ き こ 

山 川 亜紀子 
 

(昭和48年４月５日) 

 
 

平成11年４月 小松狛西川法律事務所 

０口 

平成12年４月 フレッシュフィールズブルック

ハウスデリンガー法律事務所 

平成29年７月 厚生労働省 労働政策審議会 

労働政策基本部会委員(現在に

至る) 

平成29年９月 Vanguard Tokyo法律事務所(現

在に至る) 

  
１．上記監督役員候補者両名と本投資法人の間には、特別の利害関係はありませ

ん。 

２．上記監督役員候補者安義利は、現在、本投資法人の監督役員として本投資法

人の執行役員の職務の執行全般を監督しています。 
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第５号議案 補欠監督役員１名選任の件 

監督役員が欠けた場合又は法令で定める員数を欠くことになる場合に
備え、補欠監督役員１名の選任をお願いするものです。本議案において、
補欠監督役員１名の選任に係る決議が効力を有する期間は、第４号議案
が可決されることを条件として、本投資法人現行規約第19条第３項本文
の規定により、第４号議案における監督役員の任期が満了するときであ
る平成32年６月30日までとします。 
また、補欠監督役員の選任の効力は、就任前に限り、役員会の決議に

より、その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。 

補欠監督役員候補者は次のとおりです。 

氏     名 
(生年月日) 

主 要 略 歴 
所 有 す る 
本投資法人の 
投 資 口 数 

ひ  やま  さとし 

檜 山  聡 
 

(昭和47年10月15日) 

平成10年４月 東京地方裁判所 判事補 

０口 

平成12年４月 最高裁判所事務総局民事局付 

平成14年４月 東京地方裁判所 判事補 

平成15年４月 福岡地方裁判所小倉支部 判事補 

平成16年８月 アンダーソン毛利法律事務所 

平成18年10月 須藤・髙井法律事務所 

平成27年10月 きっかわ法律事務所 パートナー（現

在に至る) 

１．上記補欠監督役員候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありませ

ん。 
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参考事項 

本投資主総会に提出される議案のうち、相反する趣旨の議案があると

きは、当該議案のいずれにも、投信法第93条第１項及び本投資法人現行

規約第15条に規定する「みなし賛成」の規定は適用されません。なお、

上記第１号議案から第５号議案までの各議案につきましては、いずれも

相反する趣旨の議案には該当しません。 

以 上 
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投資主総会会場ご案内図 
 

会場 東京都中央区日本橋兜町２番１号 
株式会社東京証券取引所 ２階 「東証ホール」 

電話 ０３－３６６６－０１４１ 
 
 

 

交通のご案内 
東京メトロ東西線   茅場町駅  （出口11） 徒歩５分 
東京メトロ日比谷線  茅場町駅  （出口７） 徒歩７分 
都営地下鉄浅草線   日本橋駅  （出口Ｄ２）徒歩５分 

 
お願い 
●東京証券取引所へのご入館は西口よりお願い申し上げます。 
●ご入館に当たっては、警備員に議決権行使書面をご提示ください。 
●ご入館の際に、警備員による金属探知機の検査があります。 
●会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されるため、お車でのご

来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。 


